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ANDの経営

価値 社会価値 経済価値

研究者 実業家創業のきっかけ

バイオ(アミノ酸） 食品事業領域

グローバル ローカル地域展開

有形資産 無形資産投資

先端バイオ・ファイン技術 現地適合力強み
AND

社長メッセージ

取締役 代表執行役社長
最高経営責任者

西井 孝明

食と健康の課題解決を通じて
“Eat Well, Live Well.”の実現に
全力を尽くします

2021年3月より、茨城県と連携した減塩促進キャンペーン「いばらき美味しお（おいしお）Day」を実施
撮影協力：フードスクエアカスミイオンタウン守谷店

味の素グループ 11 統合報告書 2021

Dear Stakeholders Our Vision & Strategy Management Plan Our Governance



ANDの経営

価値 社会価値 経済価値

研究者 実業家創業のきっかけ

バイオ(アミノ酸） 食品事業領域

グローバル ローカル地域展開

有形資産 無形資産投資

先端バイオ・ファイン技術 現地適合力強み
AND

社長メッセージ

2020年1月からのコロナ禍は、世界中の皆さんと同じ
ように、味の素グループにも、私自身にも大きな影響を与
えました。長期的には人々の価値観を大きく変えていくで
しょう。私自身は今、経営者として、また一個人としても、
分断（OR）ではなく融和（AND）の重要性を強く感じていま
す。世界には国、人種、貧富等により、様々な格差がありま
すが、この数年間でさらに差が広がり、分断・対立の度合
いが顕著になってきています。そのことに心を痛めている
のは私だけではないでしょう。フランスの哲学者アランは、
幸福論の中で「悲観は感情、楽観は意思」と語りました。私
は、厳しい現実を直視した上で乗り越えていくためには、
分断・対立を煽る二者択一的な“OR”の感情ではなく、

“AND”の精神が必要だと思っています。
考えてみると、味の素グループは1909年の創業以来、

“AND”の会社です。世界で初めて、アミノ酸のグルタミン
酸が「うま味」の成分であることを発見した池田菊苗博士と、
実業家の二代鈴木三郎助が出会い、「日本人の栄養状態を
改善したい」という研究者の志と起業家精神が共存して、味
の素グループはスタートしました。この社会価値と経済価値
の両立（AND）の精神を、私たちはASV（Ajinomoto Group 
Shared Value）として今に引き継いでいます。さらに二人
は、「おいしさか栄養か（OR）」ではなく、おいしく食べるこ
とも栄養も両方重要だという、明確な“AND”のビジョンを
持っていました。二人の思いは、私たちが大切にしている

“Eat Well, Live Well.”の原点であり、存在意義でもある
といえます。そして、“AND”の精神で「食と健康の課題解
決」に取り組み、豊かな社会と明るい未来に貢献したいと
思っています。

厳しい世界の現実に、OR（分断）ではなく
AND（融和）の精神で向き合います

味の素グループの経営哲学とビジョン

うま味発見から味の素グループの創業までを描いた下記の動画をご覧ください。
https://www.youtube.com/watch?v=diSSBTMUZWc&feature=emb_title
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健康寿命延伸を世界に展開

弘前大学
COI等

岩手・減塩
プロジェクト等

データ
収集・分析 実証・実装

データ
収集・分析 実証・実装

国内の健康寿命延伸

2030年までに
10億人の健康寿命延伸

地域の健康寿命延伸

ANDAND

社長メッセージ

ASV経営は、事業を通じて社会価値と経済価値の共創
（AND）を目指す経営です。2020年、味の素グループは
「ASV経営の進化」を社内外にコミットするため、2030
年に目指す姿として「『食と健康の課題解決企業』に生ま
れ変わる」ことを宣言しました。併せて、2030年までの2
つのアウトカムとして「10億人の健康寿命の延伸」と「環
境負荷の50％削減」を掲げています。その実現に向け
て、「おいしさ」「食へのアクセス（入手を可能にする）」「地
域の食生活」に妥協しない「妥協なき栄養」の姿勢を大事
にしています。価値を生み出す核となるのは「アミノ酸の
はたらき」です。人のからだの約2割、水を除くと約5割
がたんぱく質でできています。そのたんぱく質を構成し
ているアミノ酸の研究を、味の素グループは創業以来
100年以上にわたって重ねてきました。アミノ酸には、食
べ物をおいしくする呈味機能、成長・発育を促す栄養機
能、体調を整える生理機能等、4つの機能があることが
わかっています。このアミノ酸の機能と先端バイオ・ファ

イン技術を活用して「おいしい減塩」と「たんぱく質摂取
促進」に重点的に取り組んでおり、おいしく栄養バランス
の良い食事を支援しています。過剰な塩分摂取やたんぱ
く質等の必須栄養素不足は、栄養に関する世界的な課題
です。これらの課題を、うま味をベースとする調味料の
世界トップ企業である味の素グループが解決していくこ
とは、アミノ酸関連技術を持つ私たちの強みを活かした
社会貢献であると同時（AND）に、オーガニック成長*2を
軌道に乗せる原動力だとも考えています。

また、環境面においては、地域・地球との共生を目指し
て「気候変動対応」「資源循環型社会の実現」「サステナブ
ル調達*3の実現」に重点的に取り組み、それぞれ目標と
施策を定めて推進しています。

これらを達成するには、当社グループだけでなく多様
なステークホルダーと協業（AND）することが不可欠で
す。こうした考えのもと当社グループは、①「食事（栄養）」

「からだの健康」「こころの健康」の関係の明確化、②生活
習慣病等に至る人々の様々な食と生活習慣の類型化、③
課題解決活動のエコシステムの確立、に力を注いでおり、
現在は2つのエコシステム構築に取り組んでいます。

その1つ目は、アカデミアを中心としたエコシステムで
す。2020年4月、味の素（株）は弘前大学と、健康寿命延
伸をテーマとする共同研究講座を開設しました。青森県
弘前市が実施している「岩木健康増進プロジェクト」で
は、2005年から継続的に1,000人の住民の2,000～
3,000項目にも及ぶ健康ビッグデータを取得していま
す。味の素（株）は共同研究を通じて、世界でも類を見な
い健康ビッグデータの解析と当社の技術を組み合わせ、
食事（栄養）と心身の健康の関連を分析し、健康寿命延伸
につながる仮説の構築を試みます。

2つ目としては、健康課題解決のためのエコシステム
の構築です。2014年から地域協働で取り組み、成果を
上げてきた「岩手・減塩プロジェクト」のように、自治体、
メディア、流通の皆さんとのコラボレーションによる実践
の機会を増やして、分析・仮説構築と実践・検証のサイク
ルを回していきます。2020年7月には、当社の減塩技術
を使って、うま味やだしを効かせた“おいしい・やさしい・
あたらしい減塩”をコンセプトとする取り組み「Smart 
Salt（スマ塩）」プロジェクトを立ち上げました。日本だけ
でなく、ベトナムをはじめとする海外にも展開します。「岩

改めてASV経営の進化を宣言します
～アミノ酸のはたらきと
エコシステム*1の構築～
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手・減塩プロジェクト」でも明らかになったように、付加価
値の高い減塩製品の販売増は単価向上にも貢献します。
この過程では、味の素グループの長期的な成長が期待で
きると考えています。

これら2つのエコシステムの輪を連携・連関（AND）さ
せ、志を共有できる多くの企業との協業（AND）によって
大きく広げるとともに、対象エリアも世界に拡大していく

ことで、2030年までに10億人、さらにもっと多くの人の
健康寿命延伸に貢献できると確信しています。

2030年の目指す姿からバックキャスト*4して定めた
「2020-2025中期経営計画」がスタートし、1年以上が経
過しました（P.45〜参照）。中期経営計画では、私自身の
味の素グループの現状と未来についての強い危機感のも
と、資本効率の改善とオーガニック成長への回帰を掲げ、
ROIC（投下資本利益率）、オーガニック成長率（非連続成
長の影響を除いた売上高成長率）、重点事業売上高比率、
従業員エンゲージメントスコア、単価成長率（重量単価の
伸長率、海外コンシューマー製品）の5つの財務・非財務の
重点KPIを公表しています。これらのKPIに関しては、後述
する様々な変革を加速し、2022年度の目標数値以上を目

指していきます。2020年度実績と2021年度予想は次
ページのとおりです。

1年目を振り返ると、計画を上回るペースで進んでいる
こともあれば、課題が明らかになってきていることもあり
ます。順調に進捗しているのは、事業の取捨選択および味
の素グループビジョンの従業員との共有です。また、味の
素（株）の2021年6月の指名委員会等設置会社への移行
や、同年4月からのサステナビリティ諮問会議の設置とい
う、経営の基盤となるコーポレート・ガバナンス体制、サス
テナビリティ推進体制の強化も実現されました。一方、デ
ジタルトランスフォーメーション（DX）による全社オペレー
ション変革および事業モデル変革は、着実に手を打ってい
ますが、まだ緒についたばかりの状態で、実行と成果の刈

1年目の成果と課題を踏まえ、
やるべきことを加速して実行します

中期経営計画の進捗と自己評価

*1	 製品開発や事業活動で複数の企業・団体と連携すること
*2	� 為替、会計処理の変更、M&A・事業売却等の非連続成長の影響を除い

た成長
*3	 環境や社会の持続性に配慮した原材料の調達
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ROIC
（ROIC>WACC*）

オーガニック成長率
（前年比）

重点事業売上高比率

従業員エンゲージメント
スコア
（「ASVの自分ごと化」）

単価成長率（前年比）
（海外コンシューマー製品）

FY19（実績） FY22（目標） FY25（目標） FY30（目標）FY20（実績）

3.0% 6.9% 8% 10-11% 13%

0.3% ▲0.6% 4% 5% 5%

66.5% 66.6% 70% 80% 80%～

55% 64% 70% 80% 85%～

約5% 2.8% 2.5% 3% 3%

中期経営計画 重点KPI

2020年11月 世界的なアグリ・フードテックベンチャーキャピタルAgFunder Inc.（米国）が組成したファンドに出資

完全栄養の主食を開発・販売するスタートアップ、ベースフード株式会社（日本）と協業に関する契約を締結

大豆由来の植物肉の開発・生産・販売を手掛けるスタートアップ、DAIZ株式会社(日本)に資本参加

CVC第1号案件として、農産物のEC販売を行うスタートアップ、株式会社坂ノ途中（日本）に出資2021年5月

2020年12月

スタートアップとの協業・連携

2020-2022年度
フェーズ1

構造改革

2023-2025年度
フェーズ2

再成長

2030年度の
ゴール

社長メッセージ

中期経営計画を推進していく上で欠かせないのが、デ
ジタルの力です。例えば、私たちは収益に関するマネジ
メントポリシーを、短期PL経営からROICとオーガニック
成長を重要視する経営へと変更しました。全ての業務が
ROIC改善につながっている道筋をROICツリーとして示
し、デジタルの力で事業ごとのKPIをリアルタイムに測定・
可視化できれば、それまで数字の集計・作表・分析に費や
していた時間を価値創造や課題解決のために充てられま
す。成果の可視化によりやりがいの向上も期待でき、生産
性と従業員エンゲージメントの向上につながります。また、
どこに課題の本質があるのか誰が見てもわかるようにな
ると、知恵を結集して適切な対策を講じるまでのスピード

が速まります。
現在、管理会計の標準化、運用指針の整備、全てのグ

ループ会社に共通の事業管理手法としてオペレーショナ
ル・エクセレンス（OE）の浸透等、社内実装を一歩一歩進
めると同時に、デジタル人財の育成に注力しています。

り取りは2021年度以降になります。
事業利益においては、2020年度は過去最高益を更新す

ることができました。お客様の生活を食の面から支えたい
という思いのもと、操業と販売を止めなかった世界各地の
従業員と経営陣の力だと自負しています。私自身、自社の
人的資産の力を過小評価していたかもしれないと反省して
います。2021年度の業績については、まだ不透明な要因
も多い状況ですが、現時点では2020年度を若干上回ると
見込んでいます。

*4	� 未来のある時点に目標を設定しておき、そこから振り返って現在すべき
ことを考えること

デジタルなき変革はあり得ません

企業文化の変革を推進しています
味の素グループは、中期経営計画と並行して企業文化

の変革にも挑戦しています。変革には5つのポイントがあ
り、1つ目は、「ビジョンの一新」です。もっと社会に貢献す
る企業となるために、昨年、ビジョンを「アミノ酸のはたら
きで食習慣や高齢化に伴う食と健康の課題を解決し、人
びとのウェルネスを共創します」に改めました。2つ目は、

「企業価値の再定義」です。顧客価値（社会価値）創出に対
する従業員エンゲージメントの向上が経済価値を生み、経
済価値が従業員に還元され、さらにエンゲージメントを高
めるサイクルこそが、企業価値だと再定義しました。3つ
目は、「人財育成・開発と組織マネジメントの変革」です。
人の力がなくては、新しい顧客価値を生み出すことはでき
ません。顧客と一体となった課題解決を組織・個人の目標
とし、従業員が顧客価値向上を通じて企業価値向上に貢
献できる仕組みを新たに取り入れました。4つ目は、「収益
に関するマネジメントポリシーの変革」です。これまでの
短期利益積み上げ型の企業文化から脱却し、長期的な視
点で投下資本効率とオーガニック成長を重要視する経営

* 加重平均資本コスト
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一番の課題は開拓者精神を取り戻すことです

へと転換しました。5つ目は、「事業戦略をつくるプロセス
の変革」です。2030年の目指す姿の実現に向けて、市場
変化を想定した上でバックキャストし、3年後・6年後の事
業戦略を策定しています。また、一度計画を策定したら、

そのまま3年我慢して進めるのではなく、より良いものに
変えていくサイクルが大切です。実際に、2020年に作成
した3ヵ年計画の修正を始めており、今後も毎年更新する
こととしました。

企業文化の変革に着手して1年あまり、創業時のような
開拓者精神を今の味の素グループに取り戻すことが、改め
て私の使命だと感じています。コロナ禍によって、年間
100日以上あった国内外への出張がなくなり、代わりにビ
デオ会議システムを活用して国内外のフードテック・ベン
チャー起業家と刺激溢れる対話をすることができました。
この経験は、1909年に創業した当時の味の素グループ
も、フードテック・ベンチャーだったことを私に思い起こさ
せました。味の素グループは、2030年までの10億人の健
康寿命延伸を掲げていますが、私たち自身も企業としての
健康寿命を延ばさなければなりません。私には、現状のま
までは、いずれ新興企業にディスラプトされてしまうという
強い危機感があります。ここで必要なのが、前例踏襲主義
を打ち破る、創業時のような開拓者精神を持つことです。
昨年、約3ヵ月間、じっくりと時間をかけて全役員と次世代
経営陣約70人が参加するオンライン研修を実施しました。
その中で、過去の中期経営計画の目標未達に対する私自
身を含む経営陣の反省や経営の課題を率直に語り合いま
した。この研修では、当社グループの縦割りで分断しがち
な組織構造や、保守的な企業風土を大きく変えていくとい
う明確なコンセンサスを得ています。私自身、変革への大
きな手応えを感じました。この流れを止めずに、変革を進

めることを社内外にお約束します。
また、ベンチャーの力を当社グループに取り入れる施策

としては、2020年度に社内起業家を掘り起こし育成を行
うプログラム「A-STARTERS」をスタートしました。さらに
国内外のベンチャーに投資を行うコーポレートベンチャー
キャピタル（CVC）を設立、社外から専門性のある人財の
登用等を行い、新たな協業（AND）を模索し始めています。

そのほか、様々なスタートアップとの協業・連携（AND）
も進んでいます（下表参照）。これらの活動をスピードとス
ケールをもって手掛けることで、当社グループの研究開
発、既存事業の「深化」と並走する新規分野の「探索（進化）」
を“AND”で前進させていきます。

開拓者精神とサステナビリティ経営
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社長メッセージ

「開拓者精神」に伴うのは、健全なリスクテイクです。そ
れを担う執行サイドの監督・支援機能をこれまで以上に強
化するため、味の素（株）は2021年6月に指名委員会等設
置会社へ移行しました。取締役会は、長期の企業価値向上
の観点から経営の重要事項の方向性を定め、アクセルとブ
レーキの両面から執行サイドを監督します。取締役会議長
は社外取締役の岩田喜美枝氏が務めます。執行サイドは、
取締役会から信任を受けた最高経営責任者（CEO）である
私を中心に、取締役会から示された経営の方向性を速やか
に具現化します。

また、従来は取締役と監査役合わせて14名（社外役員
比率43%）でしたが、監査委員を含めた取締役11名の体
制としました。今回、第一三共社の元CEOであり、グロー
バルなヘルスケア産業の経営を知る中山讓治氏が社外取
締役に加わりました。これによって社外取締役が取締役の
過半（社外役員比率55%）を占める構成になりました。指
名、報酬、監査委員会の委員長も社外取締役が担っていま
す。さらに、それまで37名の執行役員を20名程度の執行
役に減らすことで、役割のオーバーラップを減らし責任を

明確化、同時に若返りを図りました。
加えて、2021年4月に取締役会の下部機構としてサス

テナビリティ諮問会議を新設しました。健康・栄養、新興国、
ミレニアル世代、ESGやインパクト投資、メディア（情報発
信）という視点を持つ国内外の有識者が、2050年までの
長い期間を視野に入れた様々な課題、方向性を取締役会
に提言してくれることを期待しています。経営会議の下部
機構として同じく本年4月に設置したサステナビリティ委
員会で執行計画を立て、社会の持続性と味の素グループ
自体の持続性を“AND”で実行するサステナビリティ経営
を強化していきます。

監督・執行の分離を明確化するために
ガバナンス体制を改革しました

私は旅行が好きで、海外に出かけ見聞を広げることを
楽しみにしています。通常の旅行の場合は目的地に到着
すれば一段落ですが、サステナビリティの追求は永遠に続
く旅だと考えています。SDGsが目的地で、ここに到達す
るためのプロセスがESGだともいわれていますが、あくま
でも2030年の通過点としてのゴールです。世界をよりよ
くするため、新たな目的地がまた生まれた時、SDGsや

サステナビリティの追求は
ゴールのない旅です

青森県知事訪問時

キャッサバ農家訪問時

お客様と

ASVアワード授賞式
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社長メッセージ

私は、おいしいものを食べるのも、自ら料理をするのも好きです。子どもの頃から日本の伝統的なおせち料
理を作る手伝いをし（今でもほぼ作れます）、最近ではアメリカ人シェフから教わったキュアドサーモンという
料理を数日かけて作ったりします。ウェルビーイングを研究・推進している石川善樹先生によれば、料理頻度
の男女差が少ない国ほどウェルビーイング指数が高いようです。私も、当社のレシピサイト　　　　　　  を
見ながら、減塩料理にチャレンジしようと思います。

料理を通じてウェルビーイングを実感しています

アメリカ人シェフによるキュアドサーモン

取締役 代表執行役社長
最高経営責任者

ESGは当然のこととなり、言葉自体がなくなる可能性もあ
るでしょう。

2050年を見据えた時、特に人々の栄養や持続的な食
の供給の観点で、食料システムが大変な危機に直面して
いると考えています。世界中の食の関係者が今から取り
組み、2030年までの気温上昇を2℃以下に抑えなければ、
取り返しのつかないことになるでしょう。味の素グループ
も、環境・社会課題の解決に貢献できる企業であり続けな
ければ、この先サステナブルな成長は困難です。中でも重
要な課題の一つである温室効果ガス排出削減に関して、
当社グループの課題は、サプライチェーン全体の排出量
の把握と削減だと認識しています。自社や直接の原材料
調達先はモニタリングできていますが、その先の調達先
や消費者レベル（スコープ3）は、これから数年をかけて実
態把握・改善していく必要があります。また、パーム油等、
重要原材料の調達における課題解決は当社グループだけ
の力では難しいため、国際的な消費財の業界団体である
ザ・コンシューマー・グッズ・フォーラム（CGF）や各国政府、
NGO等と協業し、調達ガイドラインの設定やトレーサビリ
ティの確立を進めていきます。

私は、バリューチェーン上のステークホルダーの課題を
「自分ごと化」し、良好な関係を継続することこそ、ASVを
標榜する味の素グループが進むべき道だと確信していま
す。顧客・一般生活者には食を通じた健康寿命の延伸につ
ながる価値提案を、従業員には継続的なスキルアップの場、
やりがい、雇用の安定を、取引先には公正な機会を、株主・
投資家の皆様には、サステナブルな還元を追求すると同時
に、中期経営計画の早期達成にコミットしてまいります。

そして、ステークホルダーへの貢献を通じて、世界中の
人々の食と健康の課題を解決し、その先に明るい未来を創
る――これがまさに私たちが目指す“Eat Well, Live 
Well.”です。全てのステークホルダーの皆様、これからも
ご指導、ご支援のほど、よろしくお願いいたします。

これから先もステークホルダーの皆様と
共に歩みます
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指名委員会等設置会社への移行

当社は、マルチステークホルダーの意見を反映し、適切な執行の監督とスピード感のある業務執行を両立する
より実効的なガバナンス体制でASV経営を進化させるために、指名委員会等設置会社へ移行しました。
今回の移行について、新たに取締役会議長に就任した岩田喜美枝氏と社長の西井が語り合いました。

機関設計変更の狙いと意義、今後の展望

新たなガバナンス体制の意義・効果
西井　今回のガバナンス体制の変更を岩田さんはどう評
価していますか。
岩田　当社の取締役会は年々改善を重ねており、すでにガ
バナンス体制は一定水準をクリアしていると思います。し
かし、監督と執行の分離に本気で取り組むには、従来の「監
査役会設置会社」では限界がありました。これまでの取締
役会は過半数が社内取締役であり、その皆さんは執行側
である経営会議の主要メンバーです。そのため、取締役会
での社外取締役の意見に対して、社内取締役が執行側の
立場で回答する場面もありました。いわば経営会議と取締
役会の役割の重複が生じていたわけです。そうした点で、
今回の移行は監督側にとっても執行側にとっても良いこと
だと思います。
西井　執行側への権限委譲も進みますので、取締役会に
諮る議案数は約半分に絞り込める見込みです。その時間
を事前準備や審議に充てることができますので、今まで以
上に社外取締役の皆さんの力を発揮していただけるもの
と確信しています。
岩田　新しい体制では、取締役会がこれまで以上に健全な
リスクテイクを執行側に促しつつ、しっかりモニタリングし
ていくことが求められます。取締役会の監督機能が強化さ
れると同時に執行の機動力が向上し、両面からガバナンス
が変わっていくと思います。

また、率直に申し上げて、西井社長がよく決断されたと
感じたのは、社外取締役を中心とする指名委員会にCEO
の選解任を委ねる形になったことです。

西井　私が思うに、日本企業の多くがそこに踏み切れない
のは、3ヵ年の中期経営計画を回しているからです。しかし、
事業環境が大きく変わり続ける中では、より長期的なビ
ジョンのもとで経営の舵取りをしていく必要があります。で
すから、執行側と監督側が10年先のビジョンを共有し、そ
のビジョンに対して前進しているか後退しているかを取締
役会が判断し、指名委員会が選解任をしていくわけです。

執行と監督の関係は、決して敵対するものではありま
せん。立場や意見は異なっていても、両者の目的は「ステー
クホルダーの負託に応えること」に尽きます。そこは決して
ブレないよう、岩田さんとは腹を割って話ができる関係を

当社グループの価値を
可視化、検証しながら

段階的に向上させていきます
取締役 代表執行役社長

最高経営責任者
西井 孝明

代表執行役社長       取締役会議長  対談&
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指名委員会等設置会社への移行

築きたいですね。
岩田　はい。良い信頼関係と良い緊張関係をつくっていけ
ればと思っています。新たに取締役会議長を務める身とし
て、アジェンダ設定に配慮しながらメンバーが忌憚なく意
見交換できる環境づくりに注力していきます。

岩田　味の素グループのビジョンを実現するために、ガバ
ナンス上求められることは何だと思いますか。
西井　ビジョンの実現に向けた戦略が進捗しているかに関
しては、前述した通り、シンプルなモニタリングの軸を持つ
ことが重要です。ただ、毎日の食をおいしく楽しくして、ウェ
ルネスを生み出すといった食品会社の価値は測りにくいん
ですね。

しかし、その価値をできる限り可視化するために議論し、
その結果をステークホルダーに説明していくこと、その観
点での検証を繰り返しながら段階的に良くしていくのが、ガ
バナンスに求められる重要な取り組みだと認識しています。
岩田　その実現に向けて、日本企業の中で考え得る最高
のガバナンスの形ができたのではないでしょうか。形式は
整いましたので、これからは実際の取締役会の運営が問わ
れていくと思います。

併せて大事なのは、マルチステークホルダーといかに
エンゲージメントしていくか。単に対話して理解していただ
くだけでなく、対話を通じて一緒に価値をつくり上げていく
ことが重要です。一方、私自身も当社グループへの理解を
より深める必要性を感じています。非常勤ですので時間は
限られますが、サステナビリティ諮問会議（P.21-22参照）
や社内セミナーに積極的に参画したいと考えています。
ステークホルダーの声に耳を傾け、多様な考え方を吸収し
ながら、独立社外取締役として責任を持って発言していき
たいと思います。

えています。そこで今回、5つのKPI*を社内外に共有しま
した。これに顧客評価としてコーポレートブランド価値を加
えた6つの指標を設定し、経営状況を把握できるようにし
ています。
岩田　これらのKPIは、一つひとつが本当に重い意味を持っ
ています。執行側はこれらを常に念頭に置いていると感じ
ますし、取締役会も大変モニタリングがしやすくなりました。
　　
* �ROIC（＞資本コスト）、オーガニック成長率、重点事業売上高比率、従業員

エンゲージメントスコア、単価成長率（海外コンシューマー製品）

さらなる企業価値向上のために

ステークホルダーの反応・評価

ガバナンスの形式は
整いましたので
今後は実効性が問われます
社外取締役　
取締役会議長
岩田 喜美枝

西井　岩田さんは、今般の指名委員会等設置会社への移
行について、ステークホルダーの反応や評価をどのように
捉えていますか。
岩田　まず、海外投資家にとっては、一見わかりにくい監査
役会設置会社から指名委員会等設置会社に変わり、モニタ
リング機能が高まったという点で評価いただいています。

加えて、国内も含めた投資家全般の関心は、機関設計の
形式よりも実効性にあると感じています。企業不祥事の防
止もさることながら、本当にビジョンを実現できるか。その
ために取締役会が執行の背中を押しながら監督できている
かどうかを見て、初めて評価されるのではないでしょうか。
西井　そこは非常に重要なところですね。取締役会の実効
性を高めていくためには、評価軸が明確であるべきだと考
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サステナビリティ諮問会議の議長は、立教大学経営学部
国際経営学科教授であり、複数社の社外取締役を務めるス
コット・デイヴィス（Scott Davis）氏が務めます。そのほか
の委員は、健康・栄養、ウェルビーイング、新興国、次世代、
ESGやインパクト投資家等、様々なステークホルダーから
各分野を代表する社外有識者、社外取締役、代表執行役社
長を含む当社役員より選定しました。

サステナビリティ諮問会議の設置と併せて、経営会議の
下部機構として「サステナビリティ委員会」を設置しました。
サステナビリティ委員会は、サステナビリティ諮問会議の
答申を受けて取締役会が承認したマテリアリティや取締役
会が示す戦略的方向性に基づき、全社経営レベルのリスク
と機会の特定および事業戦略への反映等を行い、経営会
議および取締役会に報告します。

サステナビリティ諮問会議は、取締役会からの諮問に基
づき以下の検討を行い、取締役会に答申します。
①	中期経営計画フェーズ2（2023-2025年度）のマテリア

リティ･ 戦略に反映させるための長期視点（～2050年）
に立ったマテリアリティ

②	マルチステークホルダーの視点に立ったマテリアリティ
およびマテリアリティに紐づく環境変化（リスク・機会）へ
の対応方針

③	2030年以降に企業に期待・要請されるポイントや社会
ルールづくりへの適切な関与

④	環境負荷低減、健康寿命延伸の姿等、社会価値創出に
関する2030年以降の目標

サステナビリティ推進体制の強化

多様な観点を包含したサステナビリティ推進
常にサステナビリティの観点から企業価値向上を追求していくため、
2021年4月、取締役会の下部機構として「サステナビリティ諮問会議」を新設しました。
多様性に富む社外有識者が中心となり、マテリアリティやあるべき姿を検討しています。

サステナビリティ諮問会議の主な役割

ESG・サステナビリティに関する体制

取締役会 サステナビリティ諮問会議

サステナビリティ委員会
リスククライシス小委員会

経営会議

サステナビリティ推進部*

業務運営組織

連携

報告指示

CEO

報告
答申

報告

連携

報告

諮問

方針の提示
監督

（事業本部、コーポレート本部、グループ会社）

* サステナビリティ委員会と協働して方針・戦略の策定、事業計画へのサステナビリティ視点の提言、施策のフォローを行う。

味の素グループは、2030年のアウトカム実現に向けたサステナビリティの考え方を定めました。
これに沿って、「10億人の健康寿命の延伸」と「環境負荷の50％削減」を両立して実現することと、
その先のより強靭で持続可能なフードシステムの再構築と地球環境の再生に貢献していきます。

2030年アウトカム実現に向けたサステナビリティの考え方

詳しくは「サステナビリティデータブック2021」をご覧ください。
https://www.ajinomoto.co.jp/company/jp/ir/library/databook.html
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サステナビリティ推進体制の強化

　　サステナビリティ諮問会議委員

西井 孝明
味の素株式会社 
取締役　代表執行役社長  
最高経営責任者

倉島 薫
味の素株式会社  
取締役　執行役専務 
グローバルコーポレート本部長　 
コーポレートサービス本部長

白神 浩
味の素株式会社  
執行役専務 
Chief Innovation Officer (CIO)  
研究開発統括

戸田 隆夫
元JICA上級審議役 

（国際保健、人間の安全保障）
専門分野・代表するステークホルダー ： 
新興国・途上国、人間の安全保障

青木 優
株式会社MATCHA  
代表取締役社長
専門分野・代表するステークホルダー ： 
次世代、メディア

中空 麻奈
BNPパリバ証券株式会社 
グローバルマーケット統括本部 副会長
専門分野・代表するステークホルダー ： 
ESG投資家（ストラテジスト）

季村 奈緒子
グローバル・インパクト投資ネットワーク（GIIN） 
メンバーシップ・シニアマネジャー
専門分野・代表するステークホルダー ： 
インパクト・ESG投資家（評価）

岩田 喜美枝
味の素株式会社  
社外取締役 
取締役会議長

中山 讓治
味の素株式会社  
社外取締役 

スコット デイヴィス （議長）
立教大学経営学部国際経営学科教授

石川 善樹
公益財団法人Well-being for Planet Earth　
代表理事 
株式会社Cancerscan 共同創業者
専門分野・代表するステークホルダー ： 
ウェルビーイング、アカデミア

クライシド トンティシリン
タイ国マヒドン大学教授
専門分野・代表するステークホルダー ： 
栄養・健康、アカデミア

詳しくは「ESG・サステナビリティに関する体制」「サステナビリティ諮問会議」をご覧ください。
https://www.ajinomoto.co.jp/company/jp/activity/framework/index.html
https://www.ajinomoto.co.jp/company/jp/activity/framework/advisory_council.html
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Our Vision &
Strategy

Part 2

サステナビリティ推進体制の強化

科学的知識と事業革新を通し
持続可能なウェルビーイングを
実現するための基盤を確立

立教大学経営学部国際経営学科教授

スコット デイヴィス

の素グループのサステナビリティ目標と方向性を同じくし
ており、サステナビリティ諮問会議の指針としての役割も
果たしています。

味の素グループの製品は、私を含めた多くの人々の生活
の一部です。しかし、味の素グループがもつ生命・材料科
学分野のイノベーション力については、十分認識していま
せんでした。“Eat Well, Live Well.”には、良質な食品の
提供に向けた使命感だけでなく、人体に関する科学的知識
に基づき、人々が自身の能力を最大限に発揮するために何
が必要かを深く理解するという考えが込められています。

味の素グループの広範な科学的知識とグローバルな事
業体制は、持続可能性に関するグローバルな問題と地域固
有の問題の両方を把握する上で有効です。これを、事業革
新を通じた変革の機会という観点から考えると、味の素グ
ループが２つの領域で持続可能性の向上に貢献できること
を意味しています。一つは、再生可能な農業の促進によっ
て、生態系にストレスやリスクを与えずに効率性・生産性の
向上を実現すること、もう一つは、科学的なイノベーション
を通して、現在の医療の限界を超え人々のウェルビーイン
グを向上することです。

私は、立教大学で「善き経営（GBI：Good Business 
Initiative）」という研究・学習の枠組みを創設しました。こ
れは、社会・環境課題を、企業とステークホルダー双方に
とっての持続可能な価値創造の機会として捉え直すための
システム論に基づく取り組みです。GBIプロセスは、ステー
クホルダー間の建設的な相互理解を通じた新たな知識の
創造によってウェルビーイングを促進し、持続可能な共通
価値を創造することを目指しています。GBIの目標は、味

イノベーションによるウェルビーイングの実現

持続可能性を追求する基盤の整備

サステナビリティ諮問会議議長メッセージ

持続可能性を実現していくためには、これを戦略的な課
題としてコーポレート・ガバナンス体制に組み込まなけれ
ばなりません。味の素（株）は、まさにこれを実践していま
す。機関設計として指名委員会等設置会社を採用するとと
もに、サステナビリティ諮問会議とサステナビリティ委員会
を設置し、これらを組み合わせて強固なガバナンス基盤の
整備に取り組みました。西井社長の指揮のもと、持続可能
な共通価値を創造する戦略の概念化・企画・実施・評価を実
現できるガバナンス体制を構築しました。

サステナビリティ諮問会議は、健康科学・国際開発・ESG
投資・ウェルビーイング分野の世界的な権威等からなる非
常に意欲的な専門チームであり、皆さん非常に能力が高い
方ばかりです。メンバーは皆、現在から2050年、さらにそ
れ以降における本会議の意義を強く確信しています。

味の素グループは、長年にわたって持続可能な事業を
積極的に推進してきました。そして現在、科学的知識やイ
ノベーション、市場に関する理解、パートナーとのネット
ワーク、グローバル企業としての強みを最大限に活かし、
2050年を超えて持続可能なウェルビーイングの実現に役
立つ価値を創造していくために体系的な取り組みを進めて
います。
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